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巻頭言� 農場の経営改善を目指して�
�
－GAP等、農場運営改善手法の活用－�

山波 剛（やまなみ つよし）�
有限会社　山波農場　代表取締役社長�
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　山波農場は、新潟県柏崎市の山間部、水上集落

に位置する稲作を基幹とする農業生産法人です。

山間部、ということもあり、年々高齢化が進み、

町に移住する方々も増えていました。このままでは、

集落の農業が維持できなくなってしまう、地域の

活性化のためにも将来に続く農業を確保したい、

そんな思いから前代表取締役である父は会社務め

を辞め、昭和60年にこの地で専業農家として就農

しました。平成 3年には長男である私も就農し、

平成 4年に有限会社山波農場として法人化してい

ます。�

　経営面積は当初、6ha ほどでしたが、集落の農

地を借りうけることで規模を拡大し、現在は97ha

となっています。お米作りはコシヒカリ、こがね

もち、ひとめぼれ等、複数の品種を作付けており、

特別栽培（新潟県認証）にも取り組んでいます。

同時に色彩選別機を備えた精米設備を導入し、イ

ンターネットを通じた消費者様への直接販売や、

切り餅の加工・販売も行っています。お米以外では、

転作としてソバ、また、近年は野菜作りなどにも

取り組み始めています。�

　現在、山波農場は私が代表取締役を引き継ぎ、

運営・管理の責任を負っていますが、このような

規模、多岐に渡る取り組みを把握・管理し、経営

改善を図っていくのは簡単なことではありません。

従業員も常時雇用者が 8名もおり、彼らとの意思

疎通・情報共有だけでも大変な作業です。そこで、

当農場では、従業員全員で農場運営の改善を図る

べく、いくつかの工夫を取り込んでいます。�

　一つは JGAP 認証の取得です（平成 21 年）。

JGAPはGAP（農業適正規範・農業生産工程管理）

の認証の一つであり、生産履歴の厳格化が要件と

して含まれているため、安心・安全をアピールし

たブランド化や、販路拡大を目的に取得する農場

が増えています。しかし、JGAPには資材の使用

や保管、在庫管理や、農薬や施肥について責任者

を設置すること等、農場の運営・管理に関する事

柄も、必須事項として定められており、当農場で

はこの JGAPを「農場運営の改善ツール」として

導入・活用しています。�

　もう一つは、JGAPの責任者の設置に発想を得た、

代かき、田植え、水管理などの農作業ごとに責任

者を配置する「作業責任者制度」の設置です。当

農場ではほぼ全ての従業員に、なんらかの作業責

任が割り当てられており、担当作業についても毎

年ローテーションするようにしています。この役

割については毎年、その中身を評価し、従業員報

酬の検討材料としています。�

　これらの活動を通じて、当農場では資材の不良

在庫の削減や、従業員の意識向上による経営改善

効果を得ることができています。�

　今後の日本農業は、限られた担い手が大面積の

農地を保全・管理していくことが求められ、同時に、

TPPなど国際競争力の観点から、つねに生産・経

営の改善についても取り組んでいかねばならない

と思います。それには、当農場が運営改善ツール

として導入した、GAPのような何らかの手法が必

要であり、行政・研究機関の皆様にも、今後の支援、

研究推進をお願いするところであります。�
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北海道水田地帯における担い手農家の将来規模予測�

成果紹介�

　北海道水田地帯の空知、上川では高齢農家の離農激化、担い手による急速な規模拡大が見込まれています。
農村集落での離農と農地移動実態を基に、空知、上川における2020年の担い手農家の規模を予測すると、現
行移植技術での家族経営の限界規模と考えられる約50haへの拡大が見込まれます。�

北海道農業総合研究センター・水田作研究領域・上席研究員�
新潟県生まれ 中央大学文学部社会学専攻卒業　博士（農学）�

専門分野は借地制農業論，大規模借地経営論�

著書に細山隆夫「農地賃貸借進展の地域差と大規模借地経営の展開」農林統計協会，2004年など�

細山 隆夫 （ほそやま たかお）�

水田地帯が抱える課題と目的�

　北海道の空知、上川は我が国最大の大規模水田

地帯として推移してきています。特に、1980年代

後半以降では後継者不在高齢農家の増加、そのリ

タイア等を契機に農家数減少が激化し、いっそう

の規模拡大が進んできています。ですが、最近で

は残る農家群でも後継者不在化、労働力不足が進み、

地域における農地の維持・継承問題も徐々に深刻

化しています。従って、将来における農家数減少

の把握と同時に、担い手が集積する必要のある農

地面積を見定める必要があります。�

　そこで、①まず構造変動要因として、農村集落

悉皆調査から農地供給者となる農家、農地需要者

となる担い手農家の性格を把握します。②これを

ふまえ、水田地帯全体を対象とした農業センサス

個票組み替え集計から農地供給者、担い手農家を

抽出し、同左担い手の将来規模を示します。�

�



表１　同居農業後継者がいない農家の現状，及び�
　　　将来動向�

資�料�：�2�010�年�農�業�セン�サ�ス�組�み�替�え�集�計�（�販�売�農家�）�。�
注�：�こ�の�予�測�は�図�１の�6�5�歳�リ�タ�イ�ア�に�基�づ�く�も�ので�あ�る�。�

将来の離農，供�給�面�積�

面�積シェ�ア�
（�％�）�

5�5�.�7� 3�6�.�5�上�川� 1�2�.�9� 4�2�.�8� 1�2�.�9�

空�知�

2�3�.�6�

4�8�.�6� 3�2�.�1�1�2�.�6� 3�6�.�0� 1�2�.�1� 2�0�.�0�

同�居�農業後継者がいない農�家�
2020年�（�10年後�）�

経�営主5�5�
～�5�9�歳�

経営�主�6�0�
歳以�上�

経�営主�5�5�
～�5�9�歳�

離�農�発生�率�
（�％�）�

経営主6�0�
歳以�上�

農�家割合（�％�）� 面積�シ�ェア（�％�）�
地�域�

Ａ� Ｂ �Ａ�＋�Ｂ�

空 �知 �2�1�.�6 �26.�1 �19.�2 �4�5�.�3 �1.�7�

上 �川 �1�8�.�2 �32.�1 �26.�7 �5�8�.�8 �1.�8�

資料：�2�010�年�農�業�セン�サ�ス�組�み�替�え�集�計（販�売�農�家�）�。�
注）表�１�に�同�じ�。�

経�営�面積�
（�ha�）�

経営面積�
の増加割�
合（倍）�

１�戸当た�
り�集積面�
積�（�h�a�）�

地�域�

現段�階�（�2�0�1�0�年�） �2�0�2�0�年（�10�年後�）�
需�要者層�
の�存在割�
合�（％）�

その１戸�
当たり規�
模（�h�a�）�

表２　担い手農家（農地の需要者層）の将来�
　　　展望（2020年）�
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農村集落悉皆調査による農地供給者、需要者の把

握�

　図１に空知・岩見沢市旧Ｋ村・Ｓ集落構成員の

将来動向（2011～ 2021年）を示します。�

　そこでは高齢農家の農業者年金受給年齢65歳到

達を主な契機とし、離農が多数発生することにな

ります。一方、規模拡大志向者は同居農業後継者

確保または最若手経営主の農家であるとともに、

経営規模として15ha以上、また男子専従者２人確

保の農家となっています。この結果、2021年にお

ける集落構成員の１戸当たり経営規模は２倍へと

大幅な拡大が予測されます。�

�

空知、上川における農地供給者、需要者の抽出�

　以上の担い手の将来動向実態を踏まえ、農業セ

ンサス個票組み替え集計を用いた農地の供給者、

需要者の選定手順は次の通りです（図２）。�

　①農地供給者は同居農業後継者のいない経営主

55 歳以上農家とし、農業者年金受給開始年齢 65

歳でのリタイア、離農を設定します。②需要者＝

担い手は同居農業後継者がいる農家、及び後継者

がいなくとも経営主50歳未満農家、かつ経営規模

15ha以上とします。③そして、需要者が供給者の

農地総面積を全て引き受ける前提により、担い手

農家の面積規模を予測します。�

�

担い手農家の将来規模予測�

　こうした下、空知、上川における離農発生、供

給農地シェアの将来動向（2010～2020年）として、

５割前後の離農が発生し、地域農地の30％台が供

給されることになります（表１）。�

　同時に、両地域における担い手の面積規模（2010

～ 2020 年）は次のように予測されます（表２）。

即ち、担い手には現経営面積の1.7～ 1.8倍の農地

集積が要請され、その１戸当たり経営規模も空知

では 26.1ha から 45.3ha へ、上川では 32.1ha から

58.8haへの拡大となります。なお、これは現行移

植技術体系で米生産調整（北海道平均50％）を考

慮した場合の「限界規模」と考えられる約50haを

超えることに留意が必要です。�

　以上については空知、上川内部の市町村別集計

も行っており、その予測結果を提供できます。そ

れらは各市町村における「人・農地プラン」等の

農業施策立案に活用できます。�

　ただ、担い手には農家以外の農業事業体＝組織

経営体を含んでおらず、同事業体については各地

実態をふまえ、将来予測に反映させていくことが

必要です。�

�
＊本稿の詳細は細山隆夫「大規模水田地帯・南空知における

農業構造変動，担い手形成と将来動向－岩見沢市北村を対

象とした農業センサス組み替え集計と農村集落の悉皆調査－」

北海道農業研究センター農業経営研究、107．pp.42-80を参照。�

＊農業センサス個票組み替え集計は農林水産省「23統計第973

号（平成23年 12月 21日）」，「農林業センサスに係る調査票

情報の提供について（通知）」によって利用許可を得たもの

である。�

�
 �
�



4

放牧畜産経営の展開による中山間地域農業再編の可能性�
�
－地域農業計画モデルによる農法転換効果の試算－�

成果紹介�

　中山間地域において、稲作中心の農業から放牧畜産中心の農業に転換した場合の旧町村レベルでの経済効
果を地域農業計画モデルを用いて試算しました。その結果、農家数の激減する状況下でも、放牧畜産の普及
により、地域の所得を現状よりも約２倍に増やせること等が明らかにされました。�

中央農業総合研究センター・農業経営研究領域・上席研究員�
岡山県生まれ　岡山大学農学部卒業�

専門分野は農業経営学、畜産経営経済�

著書に「放牧が切りひらく水田農業と畜産の未来」（共著、水田活用新時代）、農文協、2010年等�

千田 雅之 （せんだ まさゆき）�

稲作から放牧畜産へ－農法転換の背景－�

　わが国では、これまで農業を支えてきた戦前生

まれの世代が高齢から後期高齢者となるなかで、

農業労働力と農家数の激減が危惧されています。

このため、農地の保全と食料の安定生産を維持す

るには、限られた農家と労働力のもとで、より広

い農地を活用しながら労働に見合う収益の確保で

きる営農モデルを開発することが必要です。�

　経済的に最適な営農技術は、相対的に安価な生

産要素を多く投入して、相対的に高価な生産物を

生産する技術です。生産要素や生産物の価格は、

地域や時代により変化します。たとえば、米価の

実質価格は30年前の2分の1に低下していますが、

和子牛価格は30年前と今日の実質価格はほぼ同じ

水準です。また、農地価格は、1991年以降著しく

低下する一方、労賃や農業機械の実質価格は上昇

傾向に推移しています。稲作は普通畑作や飼料作

と比べて面積当たりの労働投入や農機具など資本

投入の多い部門ですが、これらの生産要素価格が

実質的に上昇するなかで、生産物の米価は低下す

る一方であり、もはや農業経営から見て有利な作物、

或いは土地利用技術とは言い難い状況です。とり

わけ、圃場区画が狭く経営面積の小さい中山間地

域の稲作は、畦畔除草など多くの管理作業を必要

とし、労働報酬さえ確保できない水準にまで収益

が低下しています。�

　こうしたなかで、放牧技術を活用した畜産経営

が稲作に替わる収益部門として中山間地域では評

価されています。和子牛価格が維持されていること、

放牧技術は家畜に牧草や飼料作物を直接、採食さ

せるため、面積当たりの農機具や労働投入の少な

い技術だからです。�

　本稿では、放牧畜産による中山間地域農業再編

の可能性を検討するため、稲作中心の営農が大宗

を占める現行の地域農業から放牧畜産経営中心の

農業に移行（農法転換）した場合、地域全体の農

業労働、所得の変化等を地域農業計画モデルを策

定し、定量的に試算します。�

�

地域農業計画モデルの策定�

　まず、中山間地域農業構造の平均的な姿を、中

山間地域の多い島根県の旧町村を対象に、2010年

世界農林業センサスより明らかにしました。その

結果、販売農家戸数は85戸で、耕地面積1.5ha未

満の農家は76戸（平均耕地面積67a）、1.5ha以上

の農家は9戸（同 348a）と小規模経営が圧倒的に

多い農業構造です。大家畜を飼養する農家は 6戸

で稲作と肉用牛の複合経営です。耕地面積は、自

給的農家も含めると86haですが、不作付地と耕作

放棄地が30haもあります。�



表１　個別営農計画の最適解�

①�小�規�模�
稲�単�一�

②�中�規�模�
稲�単�一�

③�稲�・�肉�
牛�複�合�

④�放�牧�
畜�産�

水�稲� 3�9 �2�5�0 �4�6 �0�
採�草�用�牧�草� - �- �1�7�7 �2�2�2�
放�牧�用�牧�草� - �- �- �2�2�6�
計� 3�9 �2�5�0 �2�2�3 �4�4�8�

- �- �5�.�0 �9�.�0�
2�6�8 �1�,3�1�8 �1�,�7�9�9 �3�,6�0�4�
1�4�0 �9�0�0 �1�,�1�5�9 �2�,5�0�7�
2�1�8 �5�1�7 �1�,�5�2�3 �1�,7�6�8�
5�6 �2�1 �6�8 �3�9�
- �- �3�0�7 �1�9�5�

9�,�8�6�4 �2�0�,�3�8�6 �9�,�4�4�8 �1�6�,�4�7�0�

土�地�
利�用�
(�a�)�

繁�殖�牛�頭�数�(�頭�)�
所�得�(�千�円�)�
内�補�助�金�(�千�円�)�
労�働�時�間�(�時�間�)�

労�働�報�酬�額�
(�円�/�8�時�間�)�

同�（�時�間�/�1�0�a�）�
同�（�時�間�/�頭�）�
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　そこでまず、地域農業を構成する営農類型として、

①小規模稲単一経営、②中規模稲単一経営、③稲・

肉牛複合経営（牛は通年舎飼）、④繁殖牛の季節放

牧を行う肉牛単一経営（以下、放牧畜産経営）を

設定し、それぞれの営農計画モデルを作成し最適

解を求めました。その結果、土地利用面積及び所

得は、類型④の放牧畜産経営が最大で、土地利用

面積は類型②の中規模稲単一経営の 2倍以上、補

助金と農業所得の合計は364万円と試算されます（表

１）。�

　つぎに、放牧畜産経営の展開が地域農業に及ぼ

す効果を明らかにするため、地域農業計画モデル

を構築しました。このモデルは、上述の４つの営

農類型をプロセスとして構成する単体表であり、

各プロセスの利益係数、労働係数、土地利用面積は、

各類型の最適値とします。同モデルでは、利用可

能な農地面積、農家数を制約条件として、補助金

を含めて地域全体の所得を最大にする類型別戸数

等を試算できます。�

�

試算結果�

　地域農業計画モデルを用いて試算した結果、④

の放牧畜産経営の存在しない現状では、類型①～

③による土地利用面積が少ないため、地域全体で

約47haの遊休農地が存在します。本計画モデルで

は野菜作等のプロセスを設けなかったため遊休農

地面積は現実より多く計算されています。地域の

繁殖牛頭数は30頭、農業産出額は6,448万円、中

山間地域直接支払い等の補助金を含む所得は4,144

万円、農業労働時間は10a当たり46時間と試算さ

れます(図１ )。�

　つぎに、稲・肉牛複合経営および新規の畜産経

営に地域の遊休農地を集積し、放牧導入が図られ

た場合の最適な地域農業計画を試算すると、13戸

の放牧畜産経営の展開が可能と試算されます。地

域の繁殖牛頭数は118頭に増え、所得は7,797万円

に、3,600万円以上も増加しますが、10a当たり投

下労働時間は約40時間に減少します。�

　最後に、地域農業の多くを占める小規模稲単一

経営の離農を考慮した場合、遊休農地の発生を抑

制するには、稲作農家の20％減（14戸）に対して、

1戸の放牧畜産経営が必要となります。また、稲

作農家の減少に伴い、地域全体では稲作面積及び

農産物販売額は減少しますが、放牧畜産経営の展

開により農地と農業所得の維持を図ることができ

ると試算されます。たとえば、小規模稲単一経営

が80％（56戸）減少した場合、繁殖牛9頭規模の

放牧畜産経営を、さらに 5戸新設することができ

れば、遊休農地をほとんど発生させることなく、

地域全体の所得を8,114万円（現状の約2倍）に増

やすことができると試算されます。この時の地域

の農地利用は、稲作約28ha、牧草地40ha、放牧地

41haであり畜産利用が中心となります。�

　言うまでもなく、放牧畜産中心の農地利用へ、

農法転換の実現には、新規の畜産経営における資

金調達、農地の集積、担い手の確保と技術習得が

課題となります。�
＊本稿の詳細は、千田雅之「放牧畜産経営の展開による中山

間地域農業再編の可能性」関東東海農業経営研究第 103 号、

pp.91-96を参照。�

  



　生産者による贈答用リンゴの直接販売は、地元消費者を対象に売り込むことが最も効果的であると考えら

れます。しかし、贈答用リンゴの顧客は地元消費者にとどまりません。贈答を受けた消費者が新たな顧客と

して広がっていく可能性があるのです。�

�

東北農業研究センター・生産基盤研究領域・主任研究員�
埼玉県生まれ�

専門分野は農業経済学、マーケティング�

著書に「農産物購買における消費者ニーズ」農林統計協会、2009年など�

磯島 昭代（いそじま あきよ）�
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贈答用リンゴの販売ターゲット�

　贈答用リンゴの多くが、生産地の地元消費者によっ

て購入されていることが家計調査の分析結果から

明らかになっています。また、盛岡市で実施した

アンケート調査の結果からは、贈答用リンゴの購

入先として生産者による直接販売（農家直販）が

重要な位置を占めていることもわかっています。

したがって、リンゴ生産者はまず地元消費者をター

ゲットに据えると、効果的な販売戦略を立てるこ

とができます。�

　一方、顧客を地元以外の消費者にも拡大したい

場合には、産地と直接関わりを持たない消費者を

いかに獲得するかということが重要となります。

ここでは、贈答用リンゴを受け取った消費者を対

象としたアンケート調査の結果から、そうした方

法について明らかにします。�

�

調査の概要�

　調査は2009年に盛岡市のリンゴ生産者が発送す

るリンゴ箱に調査票を同梱して実施しました。895

部配布して回収は222部（回収率25％）です。回

答者の居住地は48％が関東地方、14％が近畿地方

となります。�

　今回の調査では、リンゴを自分で購入した「自

家購入」の回答者は 49人（22％）、他の人からの

贈答によって入手した「贈答入手」の回答者は

173人（78％）でした。　�

�

自家購入のきっかけ�

　自分でリンゴを購入した回答者が、その生産者

から購入するようになったきっかけをたずねたと

ころ、一番多い回答が「他の人からいただいたり

んごが気に入った」で41％に上ります。また、自

家購入の回答者の 7割近くが、自宅消費用以外に

贈答用としてもリンゴを購入していると答えてい

ます（表1）。�

　つまり、県外に住む消費者は、他の人からリン

ゴをもらったことをきっかけとして、同じ生産者

から購入することが多いといえます。その上、別

の消費者にも贈答を行うようになります。�

�

贈答入手のあとで�

　次に、贈答でリンゴを入手した回答者が、その

後自分で購入するようになる可能性について調べ

ます。「同じ生産者から自分でもリンゴを購入した

いと思いますか」とたずねたところ、半数以上の

回答者が「購入したい」と答えました。また、「リ

ンゴを贈答に利用したい」という回答も半数にのぼっ

ています（表2）。�

　実際に、リンゴを贈答された人の半数が同じ生

産者から購入するとは限りませんが、少なくとも

「買っても良い」「贈っても良い」と思われている

�
成果紹介�

��

消費者の贈答行為が顧客拡大のきっかけに�
�
－リンゴの農家直販における顧客アンケートから－�
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ことがわかります。つまり、リンゴの贈答は、新

たな顧客を掘り起こす可能性を秘めているといえ

ます。�

�

もうひとつの可能性�

　さらに、「おすそわけ」を「よくする」回答者は

全体の 75％、「たまにする」回答者は 20％、合わ

せて95％の回答者に「おすそわけ」の習慣がある

ことがわかりました。これは、自家購入でも贈答

入手でも大きな違いはありません。�

　「おすそわけ」は、消費者が自主的に行う行動で

すが、他の消費者にいわばサンプルの配布を行っ

てくれるということです。贈答の場合と同様、新

たな顧客の獲得につながる可能性があります。�

�

贈答用リンゴの顧客拡大プロセス�

　以上のことから、図のような顧客拡大プロセス

が提示できます。まず、生産者は地元消費者に対

して積極的に販売促進活動を行います（a）。地元

消費者は贈答用としてそれを購入し、県外に住む

親族や知人に贈ります（b）。リンゴを受け取った

県外消費者は実際にそれを食べて、味や品質を確

認し、気に入った場合には自分でも同じ生産者に

注文して自宅消費用に購入したり（c）、他の消費

者に贈答したりします（d）。また、この贈答入手

した県外消費者は、受け取ったリンゴや自分で購

入したリンゴを近所の人などに「おすそわけ」と

して配ったりもします（e）。そうしてリンゴを手

に入れた消費者が、また新たな顧客となって各自

でリンゴを購入し、また他の消費者にも配ること

により、さらに顧客が拡大していく可能性があり

ます（f）。�

　生産者が地元消費者だけでなく、県外の消費者

にも顧客を拡大したいと考えた時には、購入する

顧客だけでなく、贈答を受ける消費者や「おすそ

わけ」をされる消費者のことも視野に入れて、商

品のアピールをすることが大切です。そして、彼

らが「購入したい」と思った時に確実に注文がで

きるような方策を考えることが重要となります。�

�
＊本稿の詳細は、磯島昭代「農家直販における顧客の贈答用
リンゴに対する意識」農村経済研究30(2)、18-23を参照。�

図　贈答用リンゴの顧客拡大プロセス�

表2　贈答入手の回答者�

表1　自家購入の回答者�

（�人�、�％�）�
購�入�し�た�い� 9�5 �(�54�.�9�)�
購�入�し�た�く�な�い� 1�7 �(�9�.�8�)�
わ�か�ら�な�い� 5�6 �(�32�.�4�)�
無�回�答� 5 �(�2�.�9�)�
利�用�し�た�い� 8�9 �(�51�.�4�)�
利�用�し�た�く�な�い� 1�8 �(�10�.�4�)�
わ�か�ら�な�い� 6�0 �(�34�.�7�)�
無�回�答� 6 �(�3�.�5�)�

1�7�3 �(�1�00�.�0�)�

同�じ�生�産�者�か�ら�自分�で�
購�入�す�る�意�向�

贈�答�利�用�意�向�

全�体�

（�人�、�％�）�
人か�ら�い�た�だ�い�た�リ�ン�ゴ�が気�に�入�っ�た �2�0 �(�4�0�.�8�)� �
も�と�も�と�こ�の�生産者�と�知�り�合�い�だ�っ�た �1�7 �(�3�4�.�7�)� �
旅行時に購入�し�た� 6 �(�1�2�.�2�)� �
知人の�す�す�め� 4 �(�8�.�2�)� �
そ�の�他� 2 �(�4�.�1�)� �
贈答用�を�購入�し�た� 3�4 �(�6�9�.�4�)� �
贈答用の�リ�ン�ゴ�は購入�し�て�い�な�い �1�3 �(�2�6�.�5�)� �
無回�答� 2 �(�4�.�1�)� �

4�9 �(�1�0�0�.�0�)� �全�体�

購入�の�
き�っ�か�け�

贈答利�用�
の有�無�
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食行動記録システムとその活用�
�
－複雑な農産物消費の実態に迫る－�

成果紹介�

　消費者の農産物（食品）の購入から保存、調理、食事までの詳細な行動データをWeb上で収集し、定量デー

タ分析及び定性データ分析を行うシステムを開発しました。農産物消費の特徴の把握や消費拡大方法の提案

などに活用できます。�

農業・食品産業技術総合研究機構・連携普及部・主任研究員�
兵庫県生まれ 大阪府立大学大学院博士前期課程修了　博士（農学）�

専門分野は農業経営学、消費者行動論�

著書に「青果物購買行動の特徴と店頭マーケティング」農林統計出版、2009年（共著）�

山本 淳子 （やまもと じゅんこ）�

農産物消費の実態を捉えるために�

　農農産物の生産、販売にあたっては、消費実態
やニーズの的確な把握が不可欠です。しかし、消
費者のライフスタイルが多様化し、また多種多様
な食品が販売される中で、消費実態を捉えること
が難しくなっています。さらに、農産物はそもそ
も規格・品質や用途が多様であることから、統計デー
タやアンケート調査の解析に加えて、消費実態に
迫る新たなアプローチが求められています。�
　それには、農産物消費に関わる消費者の行動を
より細分化しつつ全体を捉えるという視点が重要
になります。すなわち、農産物の消費を、購入－
保存－調理－摂取という一連の食行動過程として
捉え、各場面での具体的な行動やそれら行動に影
響を及ぼす消費者の属性や意識等を詳細に把握、
分析していくというアプローチです。�
　これまで、農業経済学や消費者行動研究では購
買行動を分析対象とすることが多かったのですが、
例えば購買行動にはその後の保存や調理、摂取場
面での行動やそれに対する意識・考え方などが大
きく影響します。このように消費に関わる各場面
の行動は相互に関連し合っていることから、食行
動全体を把握することは、消費実態の解明に有効
であると考えられます。�
　そこで、消費者がWebから農産物（食品）の購
入や食事等の食行動を入力することで食行動記録デー
タを収集し、得られたデータを解析するシステム
を開発しました。�
�

食行動記録システムの概要�

　本システムは、収集システムと分析システム（定
量データ分析と定性データ分析）から成ります（図
１）。収集システムでは、消費者モニターがWeb
上のシステムにアクセスし、家族構成等の基本登
録の後、日々の買い物と食事の内容をその都度入
力します（図２、図３）。購入食材は在庫登録され、
食事ごとに使用食材を入力すると在庫量も減少す
るため、食材の利用過程が把握できます。また、
購買理由やメニュー選択理由、調理後の食材の評
価など消費者の意識も記録できます。�
　入力されたデータはサーバー上に蓄積され、そ
のデータをCSV形式でダウンロードして分析シス
テムに用います。定量データ分析システムでは、
消費者属性や購買・食事データから分析したい項
目を選択し、マイクロソフト社エクセルのピボッ
ト機能によりクロス集計等の基礎集計を行います。
定性データ分析システムでは、食品の購買理由等
の文章データを形態素へ分解するとともにキーワー
ドの抽出・二値化を行い、キーワードの出現頻度
等の基礎集計を行います。いずれの分析システム
でもデータセット（CSV形式）が作成され、高度
な分析（多変量解析）に利用できます。�
 �
�

食行動記録システムの活用場面�

　食行動記録システムの活用場面としては、次の
３つを想定しています。�
　1つめは、農産物消費の規定要因の解明などの



図１　食行動記録システムの構成と記録内容�

図３　収集した食事データ（写真）の例�

表１　分析例（食事での野菜の使用状況）�

図２　入力画面�

少� 0�.�6 �7�.�8 �0�.�9�
中� 0�.�6 �7�.�1 �2�.�2�
多� 1�.�2 �11�.�2 �3�.�4�
少� 1�.�4 �12�.�2 �1�.�5�
中� 1�.�7 �12�.�1 �1�.�6�
多� 2�.�5 �13�.�6 �2�.�0�

生鮮野菜�を�
カ�ッ�ト�し�た�だ�け�
の�メ�ニ�ュ�ー�の�
出現回数�（�2�
週�間�あ�た�り�）�

生�鮮�
野�菜�
購�入�量�

夕�
食�

1�)�消費者�モニ�タ�ー�4�2�人�の�2�週間�の�食事データ�を�分�析�。�生鮮野�菜�
の�購入量�に�よ�り�モ�ニ�ター�を�3�グ�ル�ー�プ�に�分�け�て�比�較�し�た�。�
2�)�「�生鮮野菜�を�カ�ッ�ト�し�た�だ�け�の�メ�ニ�ュ�ー�」�と�は�、�例�え�ばカ�ッ�ト�し�た�
だ�け�の�ト�マ�ト�等で１品�と�し�て�い�る�場合�。�
3�)�分散分析で有意�で�あ�っ�た�項目�は�青色�、�T�u�k�e�y�法�に�よ�る�多重�比�
較�で�有意�で�あ�っ�た�も�の�は�#�（�い�ず�れ�も�10�％�水準�）�。�

消費�者�
モ�ニタ�ー�
グ�ル�ー�プ�

食�
事�

生鮮野菜�を�
使用した�
メ�ニ�ュ�ー�数�
（�食事一�回�
あ�た�り�）�

生鮮野�菜�
メ�ニ�ュ�ー�が�
出�た�食�事�
回数�（�2�週�間�
あ�た�り�）�

生�鮮�
野�菜�
購�入�量�

朝�
食�#�

#�

#�

#�

#�

#� #�
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基礎的研究です。購入・摂取の有無やその頻度・
量にどのようなことが影響しているかを分析する
ことで、消費拡大方策の提案等に活用できます。�
　筆者らはこれまで、野菜（山本ら『フードシス
テム研究』16(3)）、果物（櫻井ら『農業経営研究』
50(1)）、米等の主食（小野ら『フードシステム研究』
18(3)）等を対象に分析を行いました。このうち野
菜については、朝食で簡単な野菜料理を作るかど
うか、そして夕食であと 1品野菜料理を作るかが
世帯の生鮮野菜購入量に影響していること、したがっ
て野菜の消費拡大には「朝食に一品野菜を添えよう」
といった具体的な提案が有効と考えられること等
を示しました（表１）。�
　２つめは、特定の品目を対象とした、販売方法
や商品形態の提案です。購入の頻度や場面、調理
方法、組み合わせている食材、購入してから使い
切るまでの日数、食卓で実際に食べている人等を
詳細に観察することで、より実践的な研究成果に
つなげます。また、研究機関では新品種の開発方

向の提案にも活用できるでしょう。�
　３つめは、食に関する活動の効果の検証です。
食育等の教育的取り組みや特定品目の販売促進活
動が、実際の食行動（食事内容や購入品目）にど
う影響したか、またその持続性はどうかを把握し、
取り組みの効果を検討するものです。�
　筆者らの研究グループは、これまで１つめの観
点からの分析を主に行ってきましたが、今後は他
の観点からの分析も順次進めていく予定です。�
�
＊詳細は「農産物の購入・調理・食事プロセスを把握で
きる食行動データ収集・分析システム」『2012 年度研究
成果情報 (h t t p : / / www . n a r o . a f f r c . g o . j p / p r o j e c t /  
resu l t s/ l abora to ry/narc/2012/330e0_01_08 .h tml )』
を参照のこと。また、本システムの利用については筆者
までお問い合わせ下さい。�



技術情報�

耕うん同時畝立て播種技術の汎用利用�

　北陸地域では、排水不良の重粘な土壌の水田転

換畑に、生産調整作物として主に大豆や大麦を作

付ています。特に、新潟県では水稲－大豆単作の

場合が多く、水稲－大麦－大豆作付体系に取り組

む水田作経営は少数です。その原因は、①大麦単

収の低迷、②大麦収穫後から大豆播種までの作業

工程の煩雑さにあります。他方、地域実需から一

定量の大麦生産への要望があります。大麦－大豆

作は、単収水準、大麦収穫後大豆播種までの作業

が降雨リスクに影響され、作業合理化による作業

性向上が急務です。以上の課題をクリアできれば、

大麦－大豆作の方が大麦単作や大豆単作より経営

的メリットがあります。�

　北陸研究センタ－では、この課題をクリアする

ため、大豆用耕うん同時畝立て播種作業機（平成

18年度から松山株式会社より市販化）をベースに、

６月の大麦収穫から大豆播種までの短い作業時期に、

砕土率の確保しつつ麦稈の鋤込み・耕うん・畝立

て播種を同時実施し、作業性向上を図るために大

麦と大豆に関する汎用利用技術（以下、「汎用利用

技術」と略）を開発しました。本技術は、畝立て

播種により大麦収量を向上し、さらに麦後大豆の

作業工程を合理化し、その作付を増やし土地利用

率の向上を目標にしています。具体的には、同作

業機（作業幅 2.2 ｍ）の爪配列を変更することに

より大麦用の平高畝を造成し、従来の３条播種用

の播種ユニットを５条増設し、８条播種を可能に

します。またサイドディスクを作業機に装着する

ことにより麦稈の詰まりを防止できます。�

　新潟県では従来の大麦の慣行体系の播種作業は、

はダウンカットロータリで耕うん後、背負い動力

散布機による表面散播がほとんどです。汎用利用

技術は平高畝に大麦を条播します。また、麦後大

豆播種では、従来の慣行体系の麦稈の切断作業（フ

レールモア）が不要となり、麦稈処理・耕うん・

播種・畝立てを同時実施し、作業工程数が減少し

作業性が向上します。 �

　新潟県内 J市水田作経営で現地実証試験を実施

した結果、慣行体系の単収は大麦 200kg/10a、大

豆 150kg/10aであったのに対して、畝立て播種で

は湿害軽減、苗立ち向上・安定化の効果もあって、

汎用利用技術体系の単収は大麦315kg/10ａ、大豆

230kg/10 ａに増収しました。平成 24 年時点で、

汎用利用技術の初期投資額（耕うん同時畝立て作

業機購入と大麦用の播種ユニット増設費用の合計額）

は約210万円（年額約30万円）です。同作業機の

汎用利用作物の対象は現在、そば、野菜等にも普

及しています。�

�

�

�

�

�

�

�

10

中央農業総合研究センター・水田利用研究領域�
�
�

塩谷 幸治 （しおや ゆきはる）�

耕うん同時畝立て大麦播種作業の状況�
＊本技術の詳細は、農林水産省委託プロジェクト研究「水
田の潜在能力発揮等による農地周年有効活用技術の開発」
４系超低コスト作物生産技術の開発『寒冷地２年３作
水田地帯技術・マニュアル』P6-9参照のこと。　�
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岡山県農林水産総合センター農業研究所・作物・経営研究室・研究員�

井上 智博 （いのうえ ともひろ）�

水田利用モデルと経営効果（例）�
�
１) 計算プログラムにXLP(中央農業総合研究センター)
を利用�

「目的の共有化」を軸とした集落営農支援の研究�

現地便り�
 

　岡山県の集落営農は、平たん部の大規模な個別

経営や任意の営農組織を補完する形で、近年徐々

に数が増加してきています。条件不利地域での小

規模な組織が多いため、多くの集落営農において

収益性の向上や後継者育成が課題となっており、

集落営農の維持・発展のため支援策についての研

究が求められています。そこで、当農業研究所で

取り組んでいる集落営農支援に関する研究の状況

について紹介します。�

　現在、農業研究所では集落営農において、「目

的の共有化」を円滑に進めるため合意形成の支援

方法について研究しています。これに取り組む理

由は以下の三点です。まず、第一に収益性向上には、

組織内での「どのような取り組みを行うべきか」

という合意形成が必要で、第二に後継者育成には、

組織内での「どんな人に何をしてもらいたいのか」

という合意形成と後継者候補の「集落営農の意義」

に対する理解が必要と考えられるからです。そして、

第三に最も大きな理由として現場の普及指導員か

らもこれらに対する支援方法の開発が求められて

いるからです。�

　具体的には、「ビジョン作成法」、「水田利用モ

デルの作成ツール１）」、「財務状況の視覚化ツール」

の研究・開発を行っています。「ビジョン作成法」

は「どのような集落にしたいのか」、「水田利用モ

デルの作成ツール」は「ビジョン実現に向けてど

のような土地利用を行うのか」、「財務状況の視覚

化ツール」は「現在の財務状況はどうなっている

のか」を分かりやすく提示するための方法・ツー

ルです。�

　このうち試作品の評価段階にある「水田利用モ

デルの作成ツール」は、集落営農の目的に応じた

水田利用モデル（作付け体系）を線形計画法で算

出し、その経営的効果を提示するツールです。事

前に農家戸数、出役可能な人数、水田面積のデー

タが必要で、これらを入力した後、最も少ない労

働時間で農地維持を行う「省力型」、または、農地・

労働力を活用して所得を最大化する「高収益型」

から目的を選び計算を実行することで水田利用モ

デルが表示されます。そして、このモデルから集

落全体及び農家の経営規模別に所得・労働時間の

増減といった集落営農参加による経営的効果が得

られます。�

　今後、これらの合意形成を支援する方法・ツー

ルを完成させて、「目的の共有化」を体系的に支

援できるよう研究を進める予定です。�
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岐阜県農政部農業経営課　農業革新支援専門員（経営･就農）�

遠山 敬司 （とおやま けいじ）�

岐阜県における企業等の農業参入状況�

現地便り�
 

岐阜県農業の現状�
　岐阜県農業は、変化に富んだ自然条件と大消費
地に比較的近い立地条件を生かして多彩に営まれ
ています。とりわけ、標高差を利用した周年栽培
により、いつでも新鮮な農産物が供給できるといっ
た特長があります。�
　県農業を支える農業就業人口は46,866人(H22)と、
5年前の66,102 人から約3 割減少、さらに平均年
齢は 69.4 歳と 4.3 歳上昇しており、担い手の減少
と高齢化が進んでいます。�
　このような状況のなか、県では、将来に向けた
県農業の維持・発展のため、多様な担い手のひと
りとして、企業等の農業参入を促進しています。�
�
岐阜県における企業等の農業参入の状況�

１　企業等の農業参入の契機�
　企業においては、余剰労働力の活用や新たなビ
ジネス創出の他、平成 21年 12月の農地法改正で
会社法人も解除条件付きであれば農地を借りられ
るようになったことも契機となっています。�
２　農業参入法人の定義�
　県では、下記の何れかにより農業参入した法人
を「農業参入法人」と定義しています。�
①企業としての意思決定により、農業生産法人を
設立して農業に参入した法人�
②特定法人貸付事業により農地の権利を取得し、
業として農業を営む法人�
③農地法若しくは農業経営基盤強化促進法に基づき、
解除条件付きで農地を借入れ、業として農業を
営む法人�
④農地以外の土地に水耕栽培施設などの施設を整
備して、業として農業を営む法人�

３　参入状況�
　農業参入法人数は、平成 21年度末の 18法人か
ら平成 24 年度末には 59 法人と増加しています。
参入した 59法人の業種は、建設業 15法人、食品
関連産業15法人で全体の約半数を占めています。�
近年は、サービス業等3次産業から参入する法人
も増えてきています。�
４　企業等の農業参入に向けた課題�
　農業以外の事業と併せ、早期に農業部門の経営
安定化が必要です。そのためには、生産量や品質
を高水準で安定化させる必要があり、栽培技術等
を備えた人材育成が必要となります。社員選抜か、
外部から人材を雇用するのかを検討したうえで、
農業部門の設置・担当者の配置を行うことになり
ます。また、農地を使用するためには参入地域と
の信頼関係の構築も必要となります。�
�
岐阜県での企業参入への取り組み�

　県では、農業知識や技術の習熟度に応じた研修
を実施しており、これら研修の活用により自社社
員を農業技術者として育成することもできます。�
　また、県では岐阜県農業会議内に相談窓口を設
置し企業と地域との仲介、情報提供のためのセミ
ナーの開催やガイドブックの作成、既参入企業を
アドバイザーとして委嘱し、相談活動の実施、参
入した企業の農業部門の早期の経営安定のため、
販路開拓、6次産業化を活用したモデルの構築を
進めています。�
　現在、国では県段階に農地の中間的な受け皿機
関を新たに設置し、担い手への農地集積を進める
ることが検討されており、農外企業も多様な担い
手のひとりとして期待されています。�



　本号の巻頭言では、新潟県柏崎市で大規模稲作

経営を展開している有限会社山波農場の山波代表

取締役社長に執筆をお願いしました。同社は山間

部の不利な条件下で約100haの面積を経営しており、

水稲以外にソバ、野菜を栽培し、消費者への米直

売や餅の加工・販売を行っています。多岐にわた

る作物・部門を多数の常時雇用者で取り組むには、

生育や進捗状況等の意思疎通・情報共有が大きな

課題となります。同社では農場運営の改善ツール

としてＧＡＰ認証を位置づけ、従業員の意識向上

を通じて経営改善を図ったことが紹介されており、

さらに法人の運営改善ツールとなる手法開発への

期待が表明されています。�

　前号で、雇用型法人経営におけるＧＡＰ導入の

経営改善効果の成果を紹介しましたが、今後、雇

用型法人経営の増加が見込まれる下で、さらに研

究を深めていく必要があります。�

　さて、本号では、担い手農家の将来規模予測や

地域農業計画モデルを用いた成果、さらにリンゴ

の贈答による顧客拡大や農産物消費実態把握のた

めの食行動記録システムの成果を紹介しています。

このうち、地域農業計画モデルを用いた中山間地

域農業再編に関する成果（千田稿）は、中山間地

域で、小規模稲作農家中心の農業から放牧畜産経

営中心の農業への移行が地域の農業所得向上を可

能とし、耕作放棄地発生を抑制することを示して

います。畜産経営の新規開始のための資金や技術

修得等の課題はありますが、中山間地域での粗放

的土地利用の意義を明らかにしており、今後の土

地利用の一つの検討素材を示しています。�

�

（仁平恒夫）�

編集後記�

〈本号で紹介した著作等〉�

農業経営通信　第257号（年4回発行　昭和26年10月1日創刊）�
平成25年10月1日　印刷・発行�
発行者　中央農業総合研究センター　農業経営通信編集事務局　　編集代表　仁平恒夫�
　　　　〒305-8666 茨城県つくば市観音台3-1-1　mail：kei208@naro.affrc.go.jp�
農業経営通信はHPでも公開しています。�
http://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/publication/laboratory/narc/keieit/index.html

中山間地域の棚田放牧�
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